
狛江市固定資産評価審査委員会議事録（令和４年度第１回） 

 

 

１ 日  時  令和４年９月 16 日（木）午前 10 時～10 時 15 分 

２ 場  所  防災センター403 会議室 

３ 出 席 者   

委 員 長 秋谷 隆一郎 

職 務 代 理 者 江藤 恭之 

委    員 石川 慶一郎 

書    記 渡邊 麻莉子 

丸山 雄規 

４ 説 明 者  

課税課長          垣内 素峰 

課税課固定資産税係長    藤間 航平 

 

（開会 午前 10：00） 

 

【事務局】 

これより令和４年度第１回狛江市固定資産評価審査委員会を開催いたしま

す。 

それでは、「議題１委員長、職務代理者及び書記の選任」でございますが、

今年度の委員長が選任されるまでの間は、事務局の方で進行させていただきま

す。委員長につきましては、これまで３人の委員の中で持ち回りでお願いして

おりまして、今年度は税理士の資格をお持ちの秋谷委員にお願いさせていただ

きたいのですが、よろしいでしょうか。 

 

（賛同の声） 

 

【事務局】 

職務代理者につきましては、江藤委員にお願いしてもよろしいでしょうか 

 

（賛同の声） 

 

【事務局】 

 それでは、委員長を秋谷委員に、職務代理者を江藤委員にお願いし、今後の

議事進行は秋谷委員にお願いしたいと思います。 

 

【委員長】 



 ただ今委員長に選任されました秋谷です。よろしくお願いいたします。それ

では「議題２令和４年度固定資産課税台帳の縦覧結果及び令和４年度税制改正

について」です。担当課より説明をお願いします。 

 

（課税課入室） 

 

【課税課長】 

課税課長の垣内と申します。本日はどうぞよろしくお願いいたします。 

 

【課税課固定資産税係長】 

 課税課固定資産税係長の藤間と申します。本日はどうぞよろしくお願いいた

します。 

 

【課税課長】 

まず、縦覧・閲覧につきましては、５月 31 日に縦覧・閲覧期間が終了しま

したので、その件数等を御報告します。 

また、審査申出につきましては、８月１日に申出期間が終了しましたが、件

数は０件となっております。 

詳細につきましては、担当係長より説明いたします。また、主要な税制改正

事項につきましても併せて御説明します。 

 

【課税課固定資産税係長】 

まず、固定資産税の縦覧、閲覧、審査申出の件数について御説明します。お

手元の資料の「固定資産税 縦覧・閲覧・審査申出件数」を御覧ください。 

今年度は５月 31 日に縦覧・閲覧期間が終了しました。 

縦覧の件数につきましては、土地が３件、家屋が３件の合計６件、縦覧者実

人数は３人でした。 

また、閲覧の件数につきましては、土地が 154 件、家屋が 116 件、償却資産

が１件の合計 271 件でした。閲覧者実人数は 125 人で、このうち借地・借家人

の閲覧は１件でした。 

縦覧につきましては、ここ数年と比較すると１人～３人ですので、特筆して

多いというものではありません。 

一方、閲覧件数につきましては、令和２年度に新型コロナウイルス感染拡大

に伴う緊急事態宣言が発出されたことを受け一時的に減少しましたが、その後

は例年どおりの水準となっております。 

審査申出につきましては、昨年度、負担調整措置等により税額が増加する土

地について、前年度の課税標準額に据え置く特別な措置が適用されましたこと

に伴い、令和３年度の価格についても令和４年４月１日から８月１日までの間

も審査申出ができる特例措置が設けられておりましたが、結果として、令和３



年度の価格分も含めて、令和４年度の審査申出件数は０件となっております。 

続きまして、令和４年度の固定資産税・都市計画税の傾向について、御説明

します。資料下段の参考を御覧ください。 

土地につきましては、令和３年度に限り、負担調整措置等によって税額が増

加する土地については前年度の税額に据え置く特別な措置が講じられました

が、この特別な措置が終了したことに伴い増となっております。 

家屋につきましては、新増築及び新増築軽減期間の終了により増となってお

ります。 

その他としましては、地方税法の改正により、令和４年度に限り、景気回復

に万全を期すため、土地に係る負担調整措置について、激変緩和の観点から、

商業地等に係る課税標準額の上限幅が、通常は評価額の５％とするところ、そ

の半分の 2.5％とする措置が講じられました。これは商業地の税額の上昇幅が

縮小するものですが、市内において、この措置の対象となる土地が少なかった

こともあり、影響額は限定的でした。 

最後に、今年度の税制改正について、御説明します。資料の「令和４年度主

な税制改正（市税条例）」を御覧ください。 

今年度の地方税法の一部を改正する法律につきましては、令和４年３月 31

日に公布され、わがまち特例関係の下水道除外施設を除き、同年４月１日から

施行されました。下水道除外施設につきましては、現在、第３回定例会にて審

議中となっております。 

資料に沿って御説明します。 

１点目が、下水道除外施設に関するものです。 

新たに供給が開始された公共下水道の排水区域内の事業場等において、供給

開始前からの既存事業者が引き続き事業を行うために設置した除害施設につ

いて、固定資産税の課税標準額に乗じる率を５分の４としています。 

２点目は、貯留機能保全区域の指定を受けた土地に関するものです。 

特定都市河川浸水被害対策法に基づく、河川に隣接する低地や雨水の溜まる

窪地等に浸水した水を一時的に貯留する機能を有した貯留機能保全区域に指

定された土地について、固定資産税の課税標準額に乗じる率を４分の３として

います。 

３点目は、省エネ改修工事を行った住宅に係る税額減額措置の拡充に関する

ものです。 

工事費要件を 50 万円超から 60 万円超に引き上げるほか、断熱改修工事のみ

に係る費用が 60万円超、若しくは断熱改修工事に係る費用が 50万円超であり、

太陽光発電装置や高効率空調機等の設置工事に係る費用と合わせて 60 万円超

であるものを対象としています。 

４点目は、先ほども少し触れましたが、商業地等に係る課税標準額の上限幅

の縮小に関するものです。景気回復に万全を期すため、土地に係る負担調整措

置について、激変緩和の観点から、令和４年度に限り、負担水準が 60％未満



の商業地等の土地に係る課税標準額の上限幅を評価額の 2.5％としています。 

５点目は、税額が増加する土地に係る課税標準額の据置きに関するものです。 

新型コロナウイルス感染症による負担感への配慮から、令和３年度に限り、負

担調整措置等を理由として税額が増加する土地について、前年度の課税標準額

に据え置く特別な措置を講じていましたが、この措置は終了となりました。 

以上、雑駁ではございますが、説明となります。 

【委員長】 

 質問等はありますか。 

ないようなので、｢令和４年度固定資産課税台帳の縦覧結果及び令和４年度

税制改正について｣はこれで終了とします。ありがとうございました。 

 

（課税課退室） 

 

【委員長】 

 事務局からその他連絡事項はありますか。 

 

【事務局】 

例年秋に行われている定期協議会ですが、今年度につきましては、幹事市で

ある小平市で開催する予定となっております。日程は、11 月 16 日水曜日午後

２時 00 分開会で、受付は午後１時 30 分からとなっております。詳細は追って

御連絡いたしますので、よろしくお願いいたします。 

報告は以上となります。 

 

【委員長】 

 それでは、本日の議題は全て終了しましたので、閉会します。ありがとうご

ざいました。 

 

（閉会 午後 10：15） 

 

 


